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明村聖加 †・小嶋大造 ‡ 

 

要旨 

 

本稿では，『平成 26 年全国消費実態調査』の個票データを用いて，経済階層（消費支出

階層，金融資産階層，可処分所得階層）別に，世帯属性（世帯類型や世帯主年齢）で分類

したグループについて，食料品に対する軽減税率の効果を明らかにする．分析結果として，

軽減税率の効果は，年齢が上がるにつれて大きく，また大人 2 人世帯のほうが大人 2 人＋

子世帯より大きい一方，母子・父子世帯は勤労世帯一般と比較して小さいことが示された．

経済階層間の移転効果よりも年齢階層間の移転効果のほうが大きく，低所得者支援よりも

高齢者支援としての性格のほうが色濃い．軽減税率との関連で，低所得層への配慮とマッ

チした食料政策のあり方が問われる． 

 

JEL classification: D10, H20 

Keywords: 軽減税率，食料品，消費，家計，マイクロデータ 
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1. 課題 

我が国では，社会保障の安定財源の確保のため，2019 年 10 月に消費税率を 10％に引き

上げることが予定されているが，このさい，低所得者の負担軽減措置として，飲食料品（酒

類や外食を除く．以下，食料品）と新聞に対して 8％の軽減税率を適用することとされて

いる． 

しかし，多くの先行研究では，低所得者の負担軽減を目的とする軽減税率適用の効果に

対して懐疑的である．軽減税率を適用しても，その軽減税額の多くは高所得層への恩恵と

なる．このため，低所得者対策や逆進性緩和策 1としては，軽減税率よりも低所得層への

給付（還付）措置のほうが効果的（八塩・長谷川（2009），橋本（2010），星（2016））とす

るのが，経済学や財政学のコンセンサスとされる（佐藤（2015），小塩（2015））．こうした

懐疑的な見方は，経済学者にとどまらず，税法学者（増井（2016））や政治学者（加藤（2016））

においてもみられる 2． 

他方，軽減税率に意義をみる議論がないわけではない．そこでは，軽減税率は，確かに

軽減税額でみると高所得層のほうがより恩恵を受けるが，食料品については，軽減税額の

対所得比でみれば，低所得層のほうがより高くなり，低所得者対策や逆進性緩和策として

も意義があると指摘される（諸富（2015），橘木（2017：pp.271-274））． 

以上のように，軽減税率の効果に対し，懐疑的な議論は，軽減税額を重視する一方，意

義をみる議論は，軽減比率を重視している．しかしながら，軽減税率の効果に対する懐疑

的な議論であれ，意義をみる議論であれ，議論の前提として以下の二つの点において共通

している．すなわち，家計の経済力を測る指標として当期所得を基準にしていること，ま

た，世帯の属性を同一と仮定していること，である．第一の点については，家計の経済力

を測る指標として，確かに当期所得もその一つであるが，当期所得は年齢に応じて変化す

るとともに，一時的なショックを受けやすい．標準的なライフサイクル仮説にもとづけば，

家計は，将来の所得を見越して消費を計画することになるため，家計の経済力を測る指標

としては，比較的安定的に推移する消費が重要な指標となる．他方，消費の水準は，相対

的に，当期所得の低い高齢者にとっては，当期所得より資産により影響されやすいし，ま

た，資産の少ない若年者にとっては，より当期所得に影響されやすい．したがって，家計

の経済力を測る指標としては，消費を主要な指標としつつ，資産や当期所得を補足的な指

標として，これら複数の指標を併せて取り上げることが重要である．また第二の点につい

ては，仮に所得階層が同一の世帯であっても，世帯主の年齢や子どもの有無などの世帯属

                                                
1 これに関し，当期所得でみると，消費税は逆進性をもつが，生涯所得でみると，逆進性をもたな

いという議論もある（大竹・小原（2005））． 
2 他方，農業経済学の分野においては，食料品への軽減税率に関連する議論は，わずかにあるだけ

である（例えば，住本雅洋・草苅仁「消費税引き上げに伴う食料の家計消費と生産への影響」（2017
年度日本農業経済学会大会・個別報告））．しかし，農業経済学においても，食料政策のあり方とし

て，後述のようにインプリケーションをもつテーマであろう． 
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性の違いによって，消費構成は異なってくる．消費構成が異なれば，食料品への軽減税率

の効果も異なってくることになる． 

このようにしてみれば，軽減税率の是非を議論するためには，家計の経済力を測る指標

として所得以外の指標も併せて取り上げることや，世帯属性の違いを取り入れていくこと

が必要であろう．この点において，OECD and KIPF (2014) は，軽減税率を導入している

OECD 加盟国を対象として（したがって軽減税率を導入していない日本は対象外），軽減税

率の効果について，可処分所得階層だけでなく，消費支出階層でも測定するとともに，家

計の世帯類型別や世帯主年齢別についても測定しており，日本にも適用可能な議論として

参考になるといえる．この OECD and KIPF (2014) を参考して，日本の軽減税率の効果につ

いて，『家計調査』の集計データを用いて試算したものもあるが（中田（2015）），ここでも，

経済階層として所得階層だけが用いられ，また世帯属性の違いを考慮しない全世帯ベース

で議論されている．家計の経済力を測る複数の指標を取り上げ，また世帯属性の違いを取

り入れた研究は，日本では見当たらないが，しかし，軽減税率の是非を議論する前提とし

て，まずこれらについてのエビデンスがあってはじめて，軽減税率が，低所得者の負担軽

減という目的に照らして効果的な政策手段となり得るものかどうかを見定めていくことが

できるはずである．このエビデンスをえるためには，サンプル数の多い個票レベルでのデ

ータが必要となる． 

以上のような問題意識にたって，本稿では，政府の基幹統計の中で消費データが豊富な

『全国消費実態調査』の個票データを用いて，家計の経済力を測る指標として，消費支出

を中心に，金融資産や可処分所得も補足的に取り上げ，これらを経済階層として，世帯属

性（世帯類型や世帯主年齢）で分類したグループについて，食料品に対する軽減税率の効

果を明らかにする 3．本稿は，軽減税率の是非を論じることが目的ではなく，その前提と

なるファクト・ファインディングに主眼があり，これによって，軽減税率をめぐるエビデ

ンスベースの議論に向けた素材を提供することを意図するものである．本稿の構成は，第

2 節で使用データや，経済階層（消費支出階層，金融資産階層，可処分所得階層），世帯属

性（世帯類型や世帯主年齢）等のとり方について説明した上で，第 3 節で経済階層別に世

帯属性の違いを取り入れた分析結果とその考察を示す．最後に第 4 節でまとめとして食料

政策へのインプリケーションを引き出す． 

 

2. 使用データと経済階層・世帯属性等のとり方 

1) 使用データ 

                                                
3 なお，軽減税率の適用対象予定である新聞や，OECD 加盟国内で軽減税率を適用することが多い

書籍，宿泊料，上下水道料，航空運賃，映画・演劇・文化施設等入場料 (OECD and KIPF (2014)) に
ついても，次節以下と同様の手法によって軽減税率の効果を測定したが，これらの軽減税額は年間

0～800 円程度であった． 
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使用するデータは，『平成 26 年全国消費実態調査』（総務省）の調査票「世帯票」「年収・

貯蓄等調査票」「家計簿」4のデータである．『全国消費実態調査』は，家計の構造を所得・

消費・資産の三つの側面から把握することを目的として 5 年ごとに調査される．『平成 26

年全国消費実態調査』では，2014 年 9 月～11 月の 3 か月に，約 56,400 世帯（約 1,000 市町

村）を対象としている．ここでは，この約 56,400 世帯のうち，所得および金融資産がゼロ

以下の世帯，世帯主が 19 歳以下の世帯，収入項目が把握できない個人営業世帯などの勤労

者以外の世帯を除く，40,254 世帯のデータを用いる． 

 

2) 効果を測る指標・経済階層・世帯属性のとり方 

(1) 軽減税率の効果を測る指標 

食料品に対する軽減税率適用による家計の消費税負担軽減効果は，「軽減税額」と「軽

減割合」を用いて測定する． 

「軽減税額」は，消費税課税対象品目に対して消費税率 10％を適用した場合に家計が負

担する消費税額と，食料品に対して軽減税率 8％，それ以外の消費税課税対象品目に対し

て消費税率 10％を適用した場合に家計が負担する消費税額との差額とする．具体的には，

「家計簿」における「食料」から「酒類」「外食」を除いた消費支出（消費税額込み）に

0.02/1.08 を乗じることにより算出する． 

「軽減割合」は，全消費支出に占める軽減税額の割合とする 5． 

なお，軽減税額や軽減割合が大きいほど，食料品に対する軽減税率の効果は大きいこと

になる． 

 

(2) 経済階層 

 経済階層として，「消費支出階層」「金融資産階層」6「可処分所得階層」の三つを取り上

げる．これらのうち，消費支出階層を中心に，金融資産階層と可処分所得階層を補足的に

                                                
4 「家計簿」には，収入と支出を記入する「家計簿 A」と，収入と支出以外に品物の購入地域や購

入先に関する事項について調査した「家計簿 B」の 2 種類があり，2 人以上世帯は 9，10 月，単身

世帯は 10 月のみ「家計簿 A」，11 月は全世帯が「家計簿 B」によって調査されている．その他，18
歳以上の世帯員の個人的な収支を調査した「個人収支簿」，家計の小遣いに関する支出を調査した「家

計簿 C」がある． 
5 ここでは，分母として，当期所得をとると，資産を多くもつが当期所得が少ない高齢層に歪みが

生じ，また当期所得は一時的な収入による変動を受けやすいことから，ライフサイクルを通じてよ

り安定的に推移する消費を用いる．なお，前述の OECD and KIPF (2014) によれば，OECD 平均（21
か国）で，消費税について，縦軸に消費税額の「対所得」をとった場合，横軸に所得階層をとると

右下がりとなる一方，消費階層をとると右上がりとなることが知られている．つまり，消費税は，

対所得でとった場合，所得階層では逆進的，消費階層では累進的，という逆の結果になる．これに

対して，縦軸に消費税額の「対消費」をとった場合，横軸に所得階層をとっても，あるいは消費階

層をとっても，ほぼ一定の割合（12％前後でわずかに右上がり）となる． 
6 資産については，消費のために取り崩しがしやすい（流動性が高い）金融資産を対象とし，実物

資産は対象外とする． 
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用いる． 

「消費支出」「金融資産」「可処分所得」は，以下のように算出する．消費支出は，「家

計簿」における「消費支出」を年換算した（12 を乗じた）ものを用いる．可処分所得は，

「年収・貯蓄等調査票」における各世帯員の年間収入を合計することで世帯の年間収入を

導出し，そこから「家計簿」における「非消費支出」を年換算した（12 を乗じた）ものを

減じたものを用いる．金融資産は，「年収・貯蓄等調査票」における「現在貯蓄残高」を用

いる． 

これら三つの経済階層について，それぞれ 10 分位に区分する．その「中央値」は，10

分位における第 5 分位と第 6 分位の平均値とする． 

 

(3) 世帯属性 

世帯属性の分類としては，世帯員全員が 65 歳以上の世帯を「高齢世帯」7，世帯主年齢

が 65 歳未満の世帯を「勤労世帯」とする．さらに勤労世帯について，OECD and KIPF (2014) 

の分類を参考に，17 歳以上を大人，16 歳以下を子どもとして，①世帯類型の分類として，

「大人 2 人世帯」「大人 2 人＋子世帯」「大人 1 人＋子世帯」の 3 分類，②世帯主年齢別の

分類として，世帯主年齢「20 代世帯」「30 代世帯」「40 代世帯」「50 代世帯」「60～64 歳世

帯」（以下，「60 代世帯」）の 5 分類に分ける 8． 

 

以上の指標について，世帯人数の違いによる影響を調整するために，世帯人数の平方根

で除した等価尺度を用いる（ただし，以下では「等価」は省略して記述する）． 

 

3. 分析結果 

まず，三つの経済階層別の結果を概観し，OECD 平均（16 か国平均．以下同様）と比較

した場合の日本の特徴を確認した上で，前々節の議論にもとづき，①消費支出階層につい

て世帯類型別・世帯主年齢別に，続いて補足的に，②金融資産階層について高齢世帯を中

心に，③可処分所得階層について勤労世帯を中心にみることとする． 

第 1 図は，経済階層別にみた全世帯レベルの軽減税率の効果を示したものである．軽減

税額については，いずれの経済階層でも下位層より上位層のほうが大きく，軽減割合につ

いては，消費支出階層と可処分所得階層では若干の右下がり，金融資産階層ではほぼ横ば

いとなる．消費支出階層でみると，最下位層と最上位層の差は，軽減税額にして 5,300 円

                                                
7 高齢世帯について，勤労世帯との特性の違いを明確にするために，世帯構成員に 65 歳未満がいる

世帯を除外している． 
8 なお，OECD and KIPF (2014) では，世帯類型として「大人 3 人以上世帯」や「大人 3 人以上＋子

世帯」も取り上げているが，これらの世帯について『全国消費実態調査』から抽出すると，「勤労世

帯夫婦＋引退した高齢者の世帯」や「勤労世帯夫婦＋その子（17 歳以上）の世帯」といった，消費

構成が異なる二世代の世帯が大きな割合で混在するため，対象外とする． 
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程度，軽減割合にして 0.4％ポイント程度となる．このように，いずれの経済階層おいても，

軽減税額や軽減割合をみると，多少の程度差はあるものの，食料品に対する軽減税率の効

果は，下位層とともに上位層にももたらされている． 

 

【第 1 図挿入】 

 

同図より OECD 平均をみると，消費支出階層，可処分所得階層ともに，日本と同様に，

軽減税額は右上がり，軽減割合は右下がりとなっている．ただし，OECD 平均では，軽減

税額にしても軽減割合にしても，日本と比較して，絶対的な水準が大きい．消費支出階層

でみると，最下位層と最上位層の差は，軽減税額にして 400 ユーロ程度，軽減割合にして

2％ポイント程度となる．したがって，OECD 平均では，軽減税額でみれば高所得層にかな

りの恩恵があると同時に，軽減割合でみれば低所得層にもかなりの恩恵がある．換言すれ

ば，軽減税額の観点からは，税収の効率的な配分において疑義がある一方，軽減割合の観

点からは低所得者対策や逆進性緩和策として一定の意義があるといえる．単純計算でも，

OECD 平均の軽減税率には，日本の軽減税率を 8％からゼロ％にする以上の効果があり，

それだけ，家計への影響も相対的に大きいことになる．このような OECD 平均の姿は，日

本においても，仮に将来的に更なる消費増税がされる場合を想定すれば，その具体的な効

果の帰属先を検討することは意味があるであろう． 

それでは以下で，消費支出階層を用いて，世帯類型別や世帯主年齢別に軽減税率の効果

をみてみよう． 

 

1) 消費支出階層 

(1) 世帯類型別の比較 

第 2 図は，「高齢世帯」と「勤労世帯」を比較した場合（上図），勤労世帯のうち「大人

2 人世帯」と「大人 2 人＋子世帯」を比較した場合（中図），母子・父子世帯である「大人

1 人＋子世帯」の場合（下図）について示したものである． 

 

【第 2 図挿入】 

 

まず，「高齢世帯」と「勤労世帯」を比較すれば，高齢世帯のほうが勤労世帯よりも軽

減税額や軽減割合は大きくなる．第１表が示すとおり，高齢世帯と勤労世帯の中央値につ

いては，消費支出が前者で 175 万円，後者で 189 万円と，前者のほうが小さいのに対して，

軽減税額は前者で 8,308 円，後者で 6,729 円，軽減割合は前者で 0.47％，後者で 0.36％と，

前者のほうが大きくなる．これは，消費構成の中の食料品の消費支出や消費割合が大きい

ことによる．第 3 図において，中央値の消費構成をみると，消費支出において，高齢世帯
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は勤労世帯よりも，食料品，保健医療等が大きい一方，住居 9，教育等が小さい．このた

め，食料品に対する軽減税率の効果は，高齢世帯のほうが勤労世帯よりも大きく受けるこ

とになる． 

 

【第 1 表挿入】 

【第 3 図挿入】 

 

次に，勤労世帯における世帯類型として，「大人 2 人世帯」と「大人 2 人＋子世帯」を

比較した場合（第 2 図），前者のほうが後者よりも軽減税額や軽減割合が大きくなる．中央

値（第 1 表）については，消費支出が前者で 215 万円，後者で 168 万円，軽減税額は前者

で 8,028 円，後者で 5,910 円，軽減割合は前者で 0.37％，後者で 0.35％である．可処分所得

と金融資産については，前者のほうが後者よりも大きいことから，前者は共働きなどの理

由により経済力の高い世帯が多く，将来的にもそれが続くと見込むことで，後者よりも消

費水準が高くなると考えられる．消費構成（第 3 図）をみると，前者では食料品への消費

支出が大きい一方，後者では消費項目として教育が加わることになる．このため，食料品

に対する軽減税率の効果は，後者よりも前者のほうが大きく受けることになる． 

母子・父子世帯である「大人 1 人＋子世帯」の場合（第 1 表），他の世帯と比較して消

費支出，可処分所得，金融資産が少なく，経済的な下位層が多い 10．軽減税額は 6,093 円

で勤労世帯一般よりも小さく，軽減割合は 0.39％で勤労世帯一般と同程度となる．消費構

成（第 3 図）をみると，住居の割合が高い．特に大人 2 人＋子世帯と比較すると，住居の

割合が高い一方，「その他の消費支出」の割合が低い．その他の消費支出は，美容院代や交

際費など，他の消費項目と比べて裁量である程度削減できるものが含まれているため，こ

れを削減することで，消費支出を調整していることが示唆される．したがって，母子・父

子世帯では，全消費支出が少ないことに比例して食料品にかける消費支出も抑制されるた

め，食料品に対する軽減税率の効果は，勤労世帯一般と比較して小さくなる． 

 

(2) 世帯主年齢別の比較 

 第 4 図は，勤労世帯について世帯主年齢別に示したものである．いずれも，世帯主年齢

が上がるほど，軽減税額，軽減割合ともに大きくなる．中央値（第 1 表）をみると，軽減

税額は，世帯主年齢 20 代世帯で 4,229 円，30 代世帯で 5,547 円，40 代世帯で 6,505 円，50

                                                
9 住居については，『全国消費実態調査』では，賃貸住宅の家賃は消費支出に含まれるが，持家の帰

属家賃は消費支出に含まれないため，持家率が低い若年世帯ほど住居の消費支出が大きくなる．こ

のため，軽減割合については，住居の消費支出の違いを調整すれば，異なる結果を示す可能性があ

ることに留意が必要である．これ以降の結果でも同様である． 
10 ただし，大人 1 人＋子世帯のサンプル数は 520 世帯であり，他の世帯のサンプル数と比較すると

少ないことに留意が必要である． 
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代世帯で7,910円，60代世帯で8,550円，軽減割合は，20代世帯で0.25％，30代世帯で0.33％，

40 代世帯で 0.35％，50 代世帯で 0.36％，60 代世帯で 0.43％である．第 5 図において，消

費構成をみると，世帯主年齢が上がるにつれ，食料品の消費支出や消費割合が大きくなる．

第 1 表によれば，年齢が上がるにつれ，20 代から 50 代にかけては，可処分所得や金融資

産が高まり，60 代では可処分所得は減少する一方で金融資産は高まる．したがって，食料

品の消費支出については，必ずしもライフサイクルを通じて平準化されるわけではなく，

年齢が上がるにつれて高まる可処分所得や金融資産に，一定の影響を受けながら，消費支

出を高めていくといえる．これは，年齢が上がるにつれ，嗜好性や付加価値の高い食料品

への消費支出が増加するからである 11．このため，食料品に対する軽減税率の効果は，世

帯主年齢が上がるほど大きく受けることになる． 

 

【第 4 図挿入】 

【第 5 図挿入】 

 

このように食料品の消費支出は，年齢に応じて，可処分所得や金融資産に一定の影響を

受ける．そこで以下では，金融資産階層と可処分所得階層について，とりわけ前者では高

齢世帯を中心に，後者では勤労世帯を中心にみることとする 12． 

 

2) 金融資産階層 

前掲第 1 表で示したとおり，高齢世帯と勤労世帯を比較すると，可処分所得については，

高齢世帯が 222 万円，勤労世帯が 318 万円と，高齢世帯のほうが少ないが，金融資産につ

いては，高齢世帯が 1,384 万円，勤労世帯が 710 万円と，高齢世帯のほうが多い．このよ

うに，相対的に，高齢世帯は，可処分所得は少ないが，金融資産を多くもつことから，高

齢者の消費支出（175 万円）については，金融資産を反映して，ほぼ勤労世帯（189 万円）

並みの水準となっている 13．  

第 6 図は，金融資産階層別に軽減税率の効果を示したものである．高齢世帯をみると，

                                                
11 『家計調査』（平成 28 年，総務省）によれば，品目ごとの世帯主年齢階級別平均価格（二人以上

の勤労者世帯）は，例えば，米は年齢間であまり変わらないのに対し（kg 当たり，29 歳以下 336 円，

30～39 歳 326 円，40～49 歳 329 円，50～59 歳 336 円，60～69 歳 339 円），牛肉は年齢が上がるにつ

れ高くなる傾向がある（100g 当たり，29 歳以下 224 円，30～39 歳 224 円，40～49 歳 262 円，50～
59 歳 299 円，60～69 歳 352 円）． 
12 金融資産階層や可処分所得階層においても，世帯属性の違いによる軽減税率の効果については，

多少の程度の差はあるものの，消費支出階層とほぼ同様の結果が得られる． 
13 他方，高齢世帯では，勤労世帯に比べて，世代内格差が大きく，生活保護受給世帯の割合が高い．

『所得再分配調査』（平成 26 年，厚生労働省）によれば，等価当初所得の世帯員年齢階級別ジニ係

数は，60 歳以上の年齢階級から著しく高まる．また『被保護者調査』（平成 27 年，厚生労働省）に

よれば，生活保護受給世帯の約半数は高齢者世帯（男女とも 65 歳以上の者のみで構成されている世

帯か，これらに 18 歳未満の者が加わった世帯）が占め，その高齢者世帯の約 9 割が単身世帯である． 
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軽減税額は下位層と上位層の差が小さく，軽減割合はほとんど横ばいとなっている．これ

は，食料品の消費支出や消費割合が下位層と上位層で大きく変わらないことを意味してい

る．つまり，食料品については，金融資産の一定割合が消費支出の水準となっている．し

たがって，食料品に対する軽減税率の効果は，金融資産でみると，低位層においても，高

位層においても，ほぼ同様に受けることになる． 

 

【第 6 図挿入】 

 

同図より，勤労世帯について世帯主年齢別の軽減税率の効果をみると，年齢が上がるに

つれ，軽減税額や軽減割合が大きくなる．これは，前述のとおり，年齢が上がるつれ，金

融資産が高まり，これによって食料品の消費支出も高まることを示唆している．他方，同

世代間についてみると，高齢世帯と同様，軽減税額や軽減割合はほとんど横ばいとなる．

したがって，食料品に対する軽減税率は，若年世帯から高齢世帯への世代間移転効果をも

つ反面，同世代内の高位層から低位層への移転効果は乏しいといえる． 

 

3）可処分所得階層 

最後に，可処分所得階層については，前掲第 1 図で示したように，軽減税額においては

右上がり，軽減割合においては右下がりとなることが知られている．ここでは，上述の金

融資産階層において，軽減税率が，世代間移転の効果がある反面，階層間移転の効果に乏

しいとの示唆をえたが，この点について，可処分所得階層においても確認してみよう．そ

れは，軽減税率が，その目的とする低所得者の負担軽減にどの程度の効果があるのかを，

世代間の効果との比較において確認してみるということである． 

第 7 図は，勤労世帯について，可処分所得階層を 5 分位でとった軽減税額と，世帯主年

齢階層（20 代～60 代）5 区分でとった軽減税額を比較したものである．これによれば，所

得階層別と年齢階層別はいずれも，右上がりとなるが，年齢階層別の傾きのほうが大きい．

軽減税額が最も低いのは，20 代（4,357 円）であり，最も高いのは 60 代（8,386 円）であ

る．これに対して，所得階層別では，軽減税額が最も低いのは最低所得層（5,843 円）であ

り，最も高いのは最高所得層（7,959 円）である．したがって，軽減税率の効果は，両階層

の最低位層で比較すれば，低所得層への効果のほうが，若年層への効果よりも大きい．他

方，最高位層で比較すれば，最高所得層への効果よりも，高齢層への効果のほうが大きい．

ここで両階層の人口割合を勘案すれば，所得階層別では階層ごとに人口割合が均等である

が，年齢階層別では基本的に若年層から高齢層に従って人口割合が増加するため，効果の

総量においては，所得階層別の傾きは不変だが，年齢階層別では更に傾きが大きくなる．

したがって，軽減税率は，所得階層間の移転効果よりも，年齢階層間の移転効果のほうが

大きく，端的には，低所得者支援よりも高齢者支援としての性格のほうが色濃いといえる． 
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【第 7 図挿入】 

 

4. まとめ 

本稿では，『平成 26 年全国消費実態調査』の個票データを用いて，経済階層（消費支出

階層，金融資産階層，可処分所得階層）別に，世帯属性（世帯類型や世帯主年齢）で分類

したグループについて，食料品に対する軽減税率の効果を測定した．分析結果の要点は以

下のとおりである． 

日本と OECD 平均を比較すると，消費支出階層，可処分所得階層ともに，軽減税額は右

上がり，軽減割合は右下がりとなる点では同様だが，それらの絶対的な水準において大き

く異なる．消費支出階層でみると，最下位層と最上位層の差は，軽減税額にして日本では

5,300 円程度，OECD 平均では 400 ユーロ程度，軽減割合にして日本では 0.4％ポイント程

度，OECD 平均で 2％ポイント程度となる． 

消費支出階層において世帯属性で分類すると，軽減税率の効果は，高齢世帯のほうが勤

労世帯よりも，また勤労世帯においても年齢が上がるにつれて大きく受ける．また，大人

2 人世帯のほうが大人 2 人＋子世帯より効果が大きい一方，母子・父子世帯は勤労世帯一

般と比較して効果が小さい．金融資産階層や可処分所得階層でみると，軽減税率は，経済

階層間の移転効果よりも，年齢階層間の移転効果のほうが大きく，端的には，低所得者支

援よりも高齢者支援としての性格のほうが色濃いといえる．逆に言えば，軽減税率は，相

対的に所得が低い，若年層の子育て世帯には効果が小さいことになる．このように，軽減

税率には，低所得層に一定の効果があるが，世帯属性でみた効果の帰属先としては一定の

限界もある．したがって，低所得者への負担軽減は，それをひとえに軽減税率に期待する

のではなく，逆進性のある社会保険料のあり方をはじめ社会保障として対処すべき課題で

もあろう（小塩（2015），小玉・小嶋（2017））． 

 最後に，食料政策の観点からインプリケーションを指摘しておきたい．本稿の分析結果から

明らかにされたように，軽減税率の目的とする低所得者の負担軽減は，最下位層において 4,000

～6,000 円程度である（前掲第 1 図）．これをもって，低所得者対策として意義があるとするか

は別として，少なくとも軽減税率が低所得層の食料消費の負担軽減を狙ったものであるなら，

食料政策においても，低所得層への配慮とマッチした政策がなされなければ，軽減税率の効果

は減殺されることになる．この点，例えば，米については，需要減少の傾向をたどっているな

か，ここ 2 年間において，飼料用米への補助金誘導を梃子に，相対価格が 2,000 円/60kg 以上上

昇している．低価格米は傾向的にさらに上昇している 14．日本農業の負担構造をみると，EU

                                                
14 米の相対取引価格（全銘柄平均価格）は，ボトムの 11,891 円（2015 年 5 月）から最新の数値で

14,366 円（2017 年 1 月）と，2,745 円上昇している．価格帯別平均価格では，平成 27 年産米と平成

28 年産米の比較で，13,000 円以上で+791 円，12,000 円台で+1,255 円，11,000 円台で+1,701 円，11,000
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とは対照的に，食料・農業・農村基本法が想定する財政（納税者）負担型ではなく，消費者負

担型にとどまっている（小嶋（2017））．これによって，軽減税率の効果は，ここ 2 年間の米価

上昇分だけで，ほぼ半減することになる．したがって，低所得層の負担軽減の観点からも，食

料政策のあり方が問われているといってよい． 

この意味で，食料品に対する軽減税率の問題は，財政学だけの課題でなく，農業経済学の課

題とも重なる．これまで，財政学での議論に比して，農業経済学ではほとんど議論されてこな

かったが，しかし，食料政策の観点から財政学とは異なる論点が提起できるはずである．本稿

の意図は，冒頭で述べたように，軽減税率をめぐるエビデンスベースの議論に向けた素材を提

供しようとするものであるが，ここでのファクト・ファインディングは食料政策にとっても論

点となりうるものではなかろうか． 

ただし，本稿の分析には限界がある．財と財の相互作用を考慮しない静態的な分析にとどま

っているからである．食料品に軽減税率を適用すれば，食料品の相対価格を低下させ，それが

他の消費品目の需要に影響を与えることになる．食料品に対する軽減税率の効果をより精緻に

分析するためには，経済モデルの構築が必要であるが，これは残された課題となる． 
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第 1図 経済階層別軽減税率の効果（全世帯，等価ベース） 

（出所）日本については，『平成 26 年全国消費実態調査』の個票データをもとに筆者作成．OECD

平均については，OECD and KIPF (2014) ． 

可処分所得階層 消費支出階層 

軽減税額 ----- 軽減割合 

（ユーロ） （ユーロ） 



14 
 

 

第 2図 消費支出階層別軽減税率の効果（世帯類型別，等価ベース） 

（出所）『平成 26 年全国消費実態調査』の個票データをもとに筆者作成． 
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第 1表 消費支出階層中央値（世帯属性別，等価ベース） 

 

（出所）『平成 26 年全国消費実態調査』の個票データをもとに筆者作成． 
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286.0 183.0 929.4 7,394 0.40%

222.2 175.1 1,383.6 8,308 0.47%

318.1 188.5 710.1 6,729 0.36%

大人2人 352.9 215.4 1,191.5 8,028 0.37%

大人2人＋子 272.4 168.3 349.1 5,910 0.35%

大人1人＋子 204.3 156.5 302.4 6,093 0.39%

20代 267.9 169.5 207.9 4,229 0.25%

30代 267.5 169.3 328.0 5,547 0.33%

40代 326.2 183.4 559.3 6,505 0.35%

50代 401.9 218.7 1,113.7 7,910 0.36%

60代 293.4 196.6 1,359.1 8,550 0.43%
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第 3図 消費支出階層中央値の消費構成（世帯類型別，等価ベース） 

（出所）『平成 26 年全国消費実態調査』の個票データをもとに筆者作成．  
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第 4図 消費支出階層別軽減税率の効果（勤労世帯主年齢別，等価ベース） 

（出所）『平成 26 年全国消費実態調査』の個票データをもとに筆者作成． 
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第 5図 消費支出階層中央値の消費構成（勤労世帯主年齢別，等価ベース） 

（出所）『平成 26 年全国消費実態調査』の個票データをもとに筆者作成． 
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第 6図 金融資産階層別軽減税率の効果（高齢世帯・勤労世帯主年齢別，等価ベース） 

（出所）『平成 26 年全国消費実態調査』の個票データをもとに筆者作成．  
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第 7図 勤労世帯の階層別平均軽減税額（可処分所得階層・世帯主年齢階層，等価ベース） 

（注）図中の「×」は，高齢世帯の値． 

（出所）『平成 26 年全国消費実態調査』の個票データをもとに筆者作成． 

 




